


定期監査結果報告書  
 
１ 監査の対象部課及び所掌事務 
  【まちづくり部】 
（１）都市計画課 

まちづくりに係る計画の策定及び調整に関すること。都市計画法（昭和 43 年

法律第 100 号）に基づく決定等に関すること。国土利用計画法（昭和 49 年法律

第 92 号）及び公有地の拡大の推進に関する法律（昭和 47 年法律第 66 号）に基

づく届出等に関すること。都市景観形成に関すること。屋外広告物（違反広告物

の簡易除却を除く。）に関すること。部の庶務及び調整に関すること。部内の事

務分掌の調整に関すること。都市交通政策に係る企画及び調整に関すること。地

域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成 19 年法律第 59 号）に基づく協

議会に関すること。コミュニティバスの運行に関すること。 
（２）住宅まちづくり課 

住宅政策に関すること。市営住宅に関すること。住居表示に関すること。字区

域に関すること。建築物の震前震後対策事業に関すること。開発事業の指導等に

関すること。建築確認申請に関すること。建築協定に関すること。大都市地域に

おける住宅及び住宅地の供給の促進に関する特別措置法（昭和 50年法律第 67号）

に基づく許可等に関すること。市民参加型まちづくりに関すること。 

（３）都市施設公園課 
   海老名駅西口特定公共施設の管理に関すること。海老名駅自由通路の管理に関

すること。海老名中央公園地下駐車場及び自転車等駐車場の管理に関すること。

公園等（海老名運動公園、北部公園及び中野公園を除く。）の計画及び管理に関

すること。緑の基本計画に関すること。放置自転車対策に関すること。海老名駅

西口特定公共施設の整備に関すること。海老名駅自由通路の整備に関すること。

海老名中央公園地下駐車場及び自転車等駐車場の整備に関すること。公園等（海

老名運動公園、北部公園及び中野公園を除く。）の整備に関すること。 
（４）市街地整備課 

土地区画整理事業に関すること。市街地再開発事業に関すること。駅周辺整備

事業の計画及び実施に関すること。 
（５）道路管理課 

道路及び水路用地（公共下水道用地を除く。）に関すること。道路の認定、変

更及び廃止に関すること。高規格道路対策に関すること。国県土木事業に関する

こと。地籍調査に関すること。道路維持管理業務に関すること。道路上における

屋外広告物法（昭和 24 年法律第 189 号）に基づく違反広告物の簡易除却に関す

ること。交通安全施設の設置及び管理に関すること。道路及び橋りょうの維持補

修に関すること。 
（６）道路整備課 

幹線道路及び海老名駅周辺道路の計画及び整備に関すること。鉄道と道路の交

差事業に関すること。特定道路及び生活道路の計画及び整備に関すること。橋り

ょうの新設及び改良に関すること。 
 

（７）用地課 
  寄附及び帰属道路用地等の登記に関すること。法定外公共物に関すること。 



道路用地の取得及び登記に関すること。不用物件に関すること。未登記及び未買

収道路用地に関すること。公共施設用地の取得に関する調整等に関すること。 
（８）下水道課 
  公共下水道の経営計画に関すること。公共下水道事業会計予算の調製及び執行

管理分担に関すること。公共下水道事業会計決算に関すること。公共下水道の使

用料（徴収に関することを除く。）に関すること。指定工事店及び責任技術者の

登録に関すること。水洗便所の改造及び排水設備に関すること。相模川流域下水

道に関すること。公共下水道の水質及び除害施設に関すること。合併処理浄化槽

に関すること。公共下水道使用料の徴収に関すること。公共下水道事業に係る受

益者負担及び受益者分担に関すること。公共下水道の財産に関すること。公共下

水道の事業計画に関すること。公共下水道の施工に関すること。公共下水道の維

持管理に関すること。公共下水道の財産に関すること。 
 
２ 監査の対象範囲 

監査の対象部課の所管に属する財務に関する事務 
 
３ 監査の対象期間 
  令和７年８月１日から令和８年７月 31 日まで 
 
４ 監査の方法 

財務に関する事務が法令に基づき適正に行われているかを主眼として、対象期間

における次に掲げる事務について監査対象を抽出し、書面調査等を実施するととも

に、関係職員に説明を求めた。 
（１）予算の執行・収入支出に関する事務 
（２）契約に関する事務 
（３）財産管理に関する事務 
（４）庶務に関する事務 
（５）補助金交付に関する事務 
 
５ 監査年月日 
  令和８年 10 月 29 日及び 30 日 

 
６ 監査の結果 

監査対象部課における予算の執行・収入支出事務、契約事務、財産管理事務、庶

務事務、補助金交付事務については概ね適正に執行されていると認められた。 

 


